「大阪府営住宅ストック総合活用計画（案）」の概要

（資料ひだり上段）
「住まうビジョン・大阪」の個別計画であり、自律的な経営により府営住宅の総合的な活用を進め、良質なストック形成やまちづくりへの貢献など、府民の居住の安定を図る目的として令和8年度から令和17年度までの10年間の計画となります。

（資料ひだり下段）
現状と課題です。
社会情勢の変化として
・ 高齢化の進展、単身高齢者の更なる増加
・ 少子化対策、子育て支援の更なる推進
・ 居住支援の進展を踏まえた展開
・ 建設コストをはじめとした物価高騰等への対応があります。

府営住宅の状況として
・ 応募倍率の低下やあきやの増加
・ 自治会加入率低下に伴う共同施設の維持管理
・ 高経年ストックの建て替え、用途廃止を通じた戸数縮減
・ 特別会計による継続的、安定的な経営

（資料みぎ上段）
基本的な方針です。
「くらしに寄り添い、誰からも愛され、選ばれる住まい」を経営理念とし、団地ごとに入居率や応募倍率、立地等のデータを分析しニーズを踏まえた事業を展開します。
団地類型として団地を３つに類型化し、適切に事業手法を選択します。
・再編・整備。対象団地は昭和50年代以前の団地。主な事業として「建て替え」、「用途廃止」「計画修繕」があります。
・機能向上。対象団地は昭和60年代以降の団地で、住戸内の改善等が必要な団地。主な事業として「中層エレベーター設置」、「バリアフリー改修」、「計画修繕」があります。
・維持保全。対象団地は昭和60年代以降の団地で、住戸内の改善等が必要ない団地。主な事業として「計画修繕」があります。

計画期間内の主な事業の想定事業量です
入居者募集を年約8000こ、募集としています。
 年間を通じた募集戸数であり、あきやや入居の状況により変動します。
建て替え事業を約8000こ、着工としています。
耐震化のための建て替え事業を約300こ、着工としており、事業完了予定です。
中層エレベーター設置事業を約600基、着工としており、事業完了予定です。
 想定事業量の基数は、エレベーターの設置を検討する箇所数で、対象団地の全ての階段室数となります。

管理戸数の見通しです。民間賃貸住宅での住宅セーフティネットの充実を前提として設定した「住まうビジョン・大阪」における令和32年の府営住宅の戸数指標に向けた１０年後の見通しで、令和７年度末で約11.1万こを令和17年度末で約10万こと見込んでいます。

（資料みぎ下段）
次に事業の方向性と具体的な事業の説明です。
「1、多様化するニーズへのきめ細やかな対応」です。
・ニーズに応じた入居者募集や住戸供給として
施設や入居ニーズ等のデータ分析の強化を踏まえた、子育て世帯向けをはじめとした改修や入居者募集に取り組みます。
・情報発信の強化として
募集情報の詳細や府営住宅の魅力が的確に伝わる情報の発信に取り組みます。
・コミュニティの維持、活性化として
子育て世帯等の若年層の入居、共同施設の維持管理の負担軽減、入居ルールの周知等の推進に取り組みます。
・府営住宅資産の活用として
地域の多様なニーズに対応したあきしつ活用の推進に取り組みます。

「2、良質なストックと快適な居住環境の形成」です。
・建て替え、ライフ住宅の供給として
バリアフリーや子どもの安全対策への配慮、採光・通風の工夫、ゼッチ水準（ゼッチエムオリエンテッド）の確保に取り組みます。
・府営住宅の魅力向上として
建て替えにおける地域の環境や景観と調和した団地ランドスケープの形成。
高齢者や子育て世帯等のニーズに対応した住戸内改修と屋外空間の改修を一体的かつ効果的に集中して行う「トータルリニューアル団地」の整備の試行実施に取り組みます。

「3、まちづくりへの貢献」です。
・しまちや他の公的住宅事業者との連携として
しまちのまちづくりの方針の実現や、地域のポテンシャルを高める最適な活用地の創出に取り組みます。
・地域ニーズを踏まえた活用地の利活用として
まちづくり方針や地域ニーズを反映した活用地の利活用に取り組みます。
・しまちへの移管として
更なる移管に向けたしまちの意向に応じた柔軟な対応に取り組みます。

「4、自律的な経営」です。
・支出の軽減や平準化として　
物価上昇等のリスクに備えた長期的視点での収支バランスの確認、収支への影響が過大とならない事業の平準化に取り組みます。
・収入の確保として
利用可能な建物、土地の貸付や、滞納対策・単身死亡者対策等による収入の確保に取り組みます。
・推進体制の強化として
各種施策との連携を積極的に進め、課題解決や施策立案に必要となるデータ分析に取り組みます。

以上です。
